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証券コード　9941
平成30年12月６日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋小伝馬町12番９号

(本社事務所
東京都渋谷区初台一丁目46番３号
（シモモトビル） )

代表取締役社長 柏 原 　 滋
第78回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第78回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ

うご通知申し上げます。
敬　具

記
１．日 時 平成30年12月21日（金曜日）午前10時

（受付開始は午前９時を予定しております。）
２．場 所 東京都港区芝公園三丁目５番８号

機械振興会館　地下２階　ホール
（末尾の 株主総会会場ご案内図 をご参照ください）

３．会議の目的事項
報 告 事 項 第78期（平成29年10月１日から平成30年９月30日まで）事業報告、計算

書類報告の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の出席票を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。また、資源
節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。

◎当社は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、提供すべき書面のうち次に掲げる事項をインターネット上の当社ウ
ェブサイト(http://www.taiyo-bussan.co.jp/)に掲載しておりますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりま
せん。

・事業報告の　「業務の適正を確保するための体制」
・計算書類の　「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」

◎本招集ご通知に添付しております事業報告及び計算書類の内容に修正すべき事情が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.taiyo-bussan.co.jp/）に掲載させていただきます。

◎株主総会にご出席の株主様への粗品等のご用意はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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（提供書面）

事　業　報　告
(平成29年10月 1 日から
平成30年 9 月30日まで)

１．会社の現況に関する事項
（１）事業の経過及び成果

当事業年度における我が国の経済は、諸外国間での関税等、貿易政策の推移・変
化に注意を要するものの、新興国を含む世界経済全体の穏やかな景気回復が続き、
豪雨・猛暑・台風など自然災害が経済活動に影響をもたらす懸念も生じておりまし
たが、国内企業の業況等も好調を持続している中で、当事業年度末を迎えました。

このような環境の下、当社の主要商材である牛肉につきましては、現地生産国に
おいて依然価格が高騰しており、内外格差が少なくなったことから当事業年度末に
かけ、主力の外食産業が仕入れに対し慎重な姿勢であったため売上高が伸び悩み、
畜肉調製品の販売も低調に推移したため取扱数量・売上高とも減少しました。鶏肉
につきましても、ブラジルからの輸入量は一時落ち着いていたものの、春先から夏
場にかけての国内相場の高騰を見込んだ輸入量の増加が上昇相場に水をかけ、再び
価格が低迷し始めたことから、販売が低調となり、取扱数量・売上高とも減少しま
した。加工食品につきましては、タイ産を中心に外食産業向けに堅調に推移し、取
扱数量・売上高とも増加しました。

この結果、当事業年度における売上高は、200億55百万円(前事業年度比 15.8％
減)、営業利益95百万円(前事業年度比 76.2％減)、経常利益16百万円(前事業年度
比 95.1％減)、当期純利益９百万円(前事業年度比 96.7％減)となりました。
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（２）事業部門別の概況
次に事業部門別の概況をご報告申し上げます。

（食料１部）
牛肉につきましては、外食産業向けに順調に販売しておりましたが、当事業年度末

にかけ外食産業全体が高騰している輸入牛肉の取り扱いに慎重な姿勢をとり始め、販
売が低迷しました。ハム・ソーセージの原材料となる畜肉調製品は、メーカーの方針
変更等により低調に推移したことから取扱数量・売上高とも減少しました。

この結果、当事業年度での売上高は、47億46百万円(前事業年度比 17.0％減)とな
りました。

（食料２部）
鶏肉につきましては、ブラジルからの輸入量が落ち着いた結果、一時国内相場も高

騰に転じましたが、この現象を見込んだ輸入契約の貨物が増加するとの思惑から顧客
の購入意欲が減退し、取扱数量・売上高とも減少しました。

この結果、当事業年度での売上高は、52億86百万円(前事業年度比29.3％減)とな
りました。

（総合食品部）
畜肉等の加工食品につきましては、タイ産加工食品の外食産業向け販売は堅調に推

移し、中国産加工食品につきましても需要が堅調に回復してきていることから、加工
食品全体として取扱数量・売上高とも増加しました。

この結果、当事業年度での売上高は、33億95百万円(前事業年度比 5.2％増)とな
りました。

（営業開拓部）
中国向け車輌部品・エンジンにつきましては、日本製は根強い需要があり、期中、

メーカー側での供給調整があったものの、取扱数量・売上高とも順調に推移しまし
た。農産品につきましては、緑豆等の販売は順調であったものの、大豆の価格が低迷
していること、玄蕎麦も顧客であるメーカーの需要が細っていることから取扱数量・
売上高とも減少しました。

化学品につきましては、輸出販路も安定し、韓国向けスマートフォン用塗料、その
他海外向け塗料原料など順調に推移しておりましたが、夏場のメーカーの定期修理終
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了後も商品供給が少なかったことから取扱数量・売上高とも横ばいとなりました。
この結果、当事業年度での売上高は、38億58百万円(前事業年度比 13.0％減)とな

りました。

（生活産業部）
加工食品及び豚肉につきましては、コンビニ向けの韓国産のフランクフルト・ソー

セージやメキシコ産のスライスカット豚肉等の販売は順調に推移したものの、スペイ
ン産豚肉の輸入につきましては、中国の需要の増加で日本向けの生産が遅延したこと
や日本向け輸送コンテナ不足、秋口に生じた西日本豪雨で陸揚げ港の機能麻痺等の影
響から取扱数量・売上高とも減少しました。

この結果、当事業年度での売上高は、27億68百万円(前事業年度比 6.0％減)とな
りました。

［事業部門別売上高］
（単位：百万円）

第　77　期
平成28年10月 1 日から
平成29年 9 月30日まで

(平成29年度) 第　78　期
平成29年10月 1 日から
平成30年 9 月30日まで

(平成30年度) 前 事 業 年 度 比

構 成 比 構 成 比 増 減 額 増 減 率

食 料 １ 部 5,725 24.0％ 4,746 23.6％ △978 △17.0％
食 料 ２ 部 7,484 31.4 5,286 26.3 △2,198 △29.3
総合食品部 3,225 13.5 3,395 16.9 169 5.2
営業開拓部 4,437 18.6 3,858 19.2 △578 △13.0
生活産業部 2,947 12.3 2,768 13.8 △178 △6.0
合 計 23,819 100.0 20,055 100.0 △3,763 △15.8
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（３）対処すべき課題
当事業年度におきまして、当社の主要商材である牛肉につきましては、外食産業

向けに順調に取引が行われておりましたが、当事業年度末にかけ主力の外食産業が
仕入れに対し慎重な姿勢であったため売上高が伸び悩み、畜肉調製品の販売も低調
に推移したため取扱数量・売上高とも減少しました。鶏肉につきましても、ブラジ
ルからの輸入量は落ち着いたものの、タイからの輸入量が改めて増加しはじめたこ
とから国内在庫が高水準となり、相場の低迷が続いたことから取扱数量・売上高と
も減少しました。その結果、営業利益95百万円、経常利益16百万円、当期純利益９
百万円の計上となり、純資産が第77期事業年度末より９百万円減少し２億88百万円
となったため、第79期事業年度につきましては、生じうるリスクに耐えられるよう
な情報力と対応力の強化を図り、安定的な利益を出すことができる事業体制を確立
することが最優先の課題と考えております。

以上の状況を踏まえ、当社は次の４つの基本方針の下、全社一丸となって取り組
んでまいる所存です。

①利益率の向上と安定的利益の確保
畜産物を中心とした当社基幹事業の中でも一次加工品及び加熱加工品を拡大強化

するとともに、当社が得意とする事業分野での営業活動を活発化させることで利益
率の向上と安定的利益の確保に努めます。

②リスクの分散・回避
相場変動や商品リスクを分散・回避するために、実需に見合う数量・価格等の取

引きを行いながら、商機をのがさず収益が確保できる仕組みの構築を目指します。

③機動的な資金の投入
商品の仕入れ及び販売の管理コントロールの徹底を図り、必要とする部門への機

動的な資金の投入ができる体制構築を目指します。

④純資産の部の改善
純資産が２億88百万円であることから、想定外で生じうるリスクに耐える体制と

するため、貸借対照表における純資産の部を盤石なものとすることに努めます。
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以上の方針の下、以前から掲げてまいりました「シンカ」を改めて提唱し、営業
活動に邁進してまいります。

当社におきましての「シンカ」は、物事の意味を深く理解する「深化」、変化す
る環境に適応し変化を続ける「進化」、モノの本当の価値を示す「真価」を意味し
てまいりました。全役社員が、今一度その意味を噛み締め、それぞれが関わる「ヒ
ト・モノ・情報」全てに対する関係性をシンカさせ、その関わりの追求から、品質
の向上や新たな提案を生み出し、個々の課題に対して的確に応える能力をシンカさ
せてまいります。

引き続き業容の回復と、財務基盤の盤石化を図るとともに、現在の当社の置かれ
ている環境を、絶好のノウハウ吸収の機会ととらえ、飛躍できる「強い会社」とな
るよう対処してまいる所存です。

（４）設備投資の状況
該当事項はありません。

（５）直前３事業年度の財産及び損益の状況
区 分 第75期

（平成27年度)
第76期

（平成28年度)
第77期

（平成29年度)
第78期

（平成30年度)
売 上 高 (百万円) 24,525 20,290 23,819 20,055
経 常 利 益 (百万円) 73 △530 337 16
当 期 純 利 益 (百万円) 70 △508 301 ９
１株当たり当期純利益 ６円00銭 △423円44銭 227円10銭 ７円44銭
総 資 産 (百万円) 12,206 11,047 12,014 11,742
純 資 産 (百万円) 263 △35 298 288
１ 株 当 た り 純 資 産 額 22円44銭 △27円９銭 225円３銭 217円70銭

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。
２．「△」は損失を示しております。
３．平成29年4月1日付で、普通株式について10株を1株の割合で株式併合を行ったため、第76期

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額
を算定しております。
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(第75期)
第75期事業年度における我が国の経済は、企業の業況感が総じて良好であったことか

ら、穏やかな景気回復は継続していると考えられておりましたが、新興国経済の減速な
ど海外での先行き不透明感、原油価格の下落等により物価上昇への思惑が相殺されたこ
と等で、景気回復の実感が乏しいなかで当事業年度末を迎えました。このような環境の
下、当社の主要商材である鶏肉・牛肉につきましては、上半期では円安による価格上昇
も国産品との価格差から需要も順調で好調を維持しておりましたが、下半期では円安が
徐々に重くのしかかり販売価格への転嫁が思うように進まず、取扱数量・売上高とも微
増に留まりました。中国向け産業用車輌・船舶部品の輸出は、中国の経済状況から総じ
て低調に推移しました。加工食品については、タイ産を中心に外食産業向けに取扱数量・
売上高とも堅調で、化学品等の輸出は円安に支えられたこともあり、取扱数量・売上高
とも順調に確保することができました。この結果、当事業年度における売上高は245億
25百万円(前事業年度比 4.3％増)となりました。当社の業績を左右する畜産品のなかで、
牛肉は外食向けは好調であったものの、鶏肉の輸入量が期末にかけ想定以上と報じられ、
市場価格は軟化し、業績を伸ばすことができなかったこと等から、営業利益が１億27百
万円(前事業年度比 43.2％減)となり、経常利益73百万円(前事業年度比 51.7％減)、当
期純利益は70百万円(前事業年度比 50.9％減)となりました。

(第76期)
第76期事業年度における我が国の経済は、企業の業況等は好調を持続していることか

ら穏やかな景気回復は継続していると考えられておりますが、原油価格低迷によって物
価全般も抑制され、個人消費の減速傾向は続いており、アジア新興国等の経済の減速な
ど海外での先行きも不透明感が拭えず、景気回復の実感が乏しい中での当事業年度末を
迎えました。このような環境の下、当社の主要商材である鶏肉につきましては、円高の
影響等により需要に比して輸入量が増加し国内在庫も高水準のまま推移したことから市
場価格の低迷が続き、利益を確保することが難しい状況となりました。牛肉につきまし
ては、牛肉価格の高止まりが継続し、消費需要に影響が現れはじめ、当事業年度末に向
け需要が停滞したことから、取扱数量・売上高とも減少いたしました。中国向け車輌部
品の輸出は、日本製への信頼から根強い需要があり順調に推移しました。加工食品につ
きましては、タイ産を中心に外食産業向けに取扱数量・売上高とも堅調で、化学品等の
輸出につきましては円高と原油価格低迷の影響の中、当事業年度末にかけて新しい販売
契約の締結があったことから取扱数量・売上高とも増加しました。この結果、当事業年
度における売上高は202億90百万円(前事業年度比 17.2％減)となりました。営業損益
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につきましては、主力の鶏肉において輸入量の増加と円高の影響により市場価格が低迷
し利益確保が難しかったことや当期に発生したクレーム代金の入金が遅れ、期間内に会
計処理ができなかったこと、また営業開拓部に属する総合食品チームで取り扱う牛肉で
は特定部位の販売で一時的な赤字販売を余儀なくされたこと等で、営業損失が４億34百
万円(前事業年度は 営業利益１億27百万円)となり、経常損失５億30百万円(前事業年度
は 経常利益73百万円)、当期純損失５億８百万円(前事業年度は 当期純利益70百万円)と
なりました。

(第77期)
第77期事業年度における我が国の経済は、新興国を含む世界経済全体の景気が緩

やかに回復している環境にあり、国内企業の業況等は好調を持続し、国内消費も持ち
直しつつあるとされるものの、その実感が乏しい中で当事業年度末を迎えました。

このような環境の下、当社の主要商材である牛肉につきましては、当期中の年末商
戦、ゴールデンウイークにおいて外食需要の盛り上がりはあったものの、夏場にかけ
て消費が徐々に低調に推移し、通期では取扱数量・売上高とも微増となりました。鶏
肉につきましては、昨年末頃からブラジルからの輸入量の減少が顕著になり、２月以
降に価格は上昇に転じましたが、第１四半期会計期間の販売不振分が影響し、通期と
して取扱数量・売上高は微減となりました。加工食品につきましては、タイ産を中心
に外食産業向けは堅調に推移したものの、中国産の加工食品が振るわず取扱数量・売
上高とも微減となりました。主要商材の売上高の減少等に対し、新しく生活産業部で
取り扱いを開始したスペイン産の豚肉が大きく売上高を押し上げる状況となりまし
た。この結果、当事業年度における売上高は、238億19百万円(前事業年度比 17.3％
増)となり、営業利益面では、外食向けステーキ用原料肉で着実に利益が確保できた
ことや、２月以降に鶏肉相場が上昇に転じたことで、利益を確保しやすい販売環境と
なったこと等から営業利益は４億１百万円(前事業年度は 営業損失４億34百万円)、
経常利益３億37百万円(前事業年度は 経常損失５億30百万円)、当期純利益３億１百
万円(前事業年度は 当期純損失５億８百万円)と大幅な増益となり、第76期事業年度
で生じました、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象や状況も
解消いたしました。

(第78期)
当事業年度については、「(１）事業の経過及び成果」に記載のとおりであります。

－ 8 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況
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（６）重要な親会社及び子会社の状況
該当事項はありません。

（７）主要な事業内容（平成30年９月30日現在）
内外物資の輸出入、国内取引を主要業務としております。取扱商品は畜産物・加工食

品・農産物・化学品・自動車部品など生活用・産業用資材全般にわたるとともに、それ
らに付帯または関連する業務を行っております。

（８）主要な営業所等（平成30年９月30日現在）
国内：　本社

（９）従業員の状況（平成30年９月30日現在）
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

38名 2名減 43.3歳 14.0年

（10）主要な借入先の状況（平成30年９月30日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,740百万円
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 2,304
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,718
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 250
株 式 会 社 滋 賀 銀 行 136
株 式 会 社 百 十 四 銀 行 91

（11）その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 9 －

重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容、主要な営業所等、従業員の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する
重要な事項
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２．会社の株式に関する事項（平成30年９月30日現在）
(１)　発行可能株式総数 4,000,000株
(２)　発行済株式総数 1,328,219株
(３)　株主数 826名
(４)　大株主（上位10名）

株　　主　　名 所有株式数(百株) 持株比率(％)
太洋不動産株式会社 3,842 28.9
大東港運株式会社 1,318 9.9
柏原　滋 862 6.4
山手冷蔵株式会社 774 5.8
損害保険ジャパン日本興亜株式会社 373 2.8
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 182 1.3
株式会社商工組合中央金庫 182 1.3
三井住友信託銀行株式会社
（常任代理人：

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）
182 1.3

株式会社ＳＢＩ証券 161 1.2
平　芳久 136 1.0

（注）持株比率は自己株式（753株）を控除して計算しております。
(５)　その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

３．新株予約権等の状況
該当事項はありません。

－ 10 －

会社の株式に関する事項、新株予約権等の状況
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４．会社役員に関する状況（平成30年９月30日現在）
（１）取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 柏 原 　 滋 管理本部 管掌
取 締 役 姜 　 偉

( 長 崎 旭 倫 )
食料１部 食料２部 総合食品部 営業開拓部
生活産業部 上海太洋栄光商業有限公司 管掌

取 締 役 五十島　滋　夫 公認会計士・税理士
株式会社アクセル　社外取締役(監査等委員）
株式会社クラスター会計　代表取締役社長
株式会社新東京グループ　社外監査役

取 締 役 板 倉 麻 貴 公認会計士・税理士
常 勤 監 査 役 福 中 昇 男
監 査 役 西 澤 　 博 税理士（独立役員）
監 査 役 坂 本 　 誠
(注)１.取締役 五十島滋夫、板倉　麻貴の両氏は社外取締役であります。

２.監査役 西澤　博、坂本　誠の両氏は社外監査役であります。
３.情報収集の充実を図り、内部監査部門等との充分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査機能を強化

するために福中　昇男氏を常勤監査役として選定しております。
４.監査役 西澤　博氏は、税理士として財務・会計に関し高い見識を有された方であり、経営全般に対す

る監督チェック機能を果たしていただいております。
５.監査役 坂本　誠氏は、三菱商事株式会社並びに上場会社等におきまして、管理部門業務を含む幅広い

業務で活躍された方であり、経営全般に対する監督チェック機能を果たしていただいております。
６.当社は、東京証券取引所に対して、監査役 西澤　博氏を独立役員とする独立役員届出書を提出してお

ります。
７.当社と各社外取締役、社外監査役とは会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第425条第１項に

定める最低責任額を限度として、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

（２）事業年度中に退任した取締役
社外取締役 五十島滋夫氏は平成29年12月21日開催の第77回株主総会において社外

監査役を辞任し、社外取締役に就任しております。また、監査役である福中昇男は、同
じく第77回株主総会終結の時をもちまして任期満了により退任され、当社監査役に就任
しております。

－ 11 －

会社役員に関する状況
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（３）取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額 摘 要

取 締 役
(うち社外取締役)

５名
(２名)

48,035千円
(7,220千円) －

監 査 役
(うち社外監査役)

４名
(３名)

8,100千円
(4,500千円) －

合            計
(う ち 社 外 役 員)

９名
(５名)

56,135千円
(11,720千円) －

(注)１.取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２.取締役の報酬限度額は、平成元年12月25日開催の第49回定時株主総会決議において年額250,000千円

以内と決議いただいております。
３.監査役の報酬限度額は、平成元年12月25日開催の第49回定時株主総会決議において年額30,000千円以

内と決議いただいております。

（４）社外役員に関する事項
①　重要な兼職先と当社との関係
地 位 氏 名 兼 職 の 状 況

社 外 取 締 役 五十島　滋　夫 株式会社クラスター会計　代表取締役社長
株式会社アクセル　社外取締役(監査等委員）
株式会社新東京グループ　社外監査役

社 外 取 締 役 板 倉 麻 貴
社 外 監 査 役 西 澤 　 博
社 外 監 査 役 坂 本 　 誠

(注)当社と上記の会社との間に重要な取引関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
当事業年度におきましては、取締役会を17回開催し、監査役会を13回開催してお

りますが、五十島滋夫氏は、社外監査役として監査役会に３回、取締役会に４回出
席し、社外取締役として取締役会に13回出席し、公認会計士としての見地から適宜
発言いただき、板倉麻貴氏は取締役会に13回出席し、公認会計士としての見地から
適宜発言いただき、西澤　博氏は監査役会の全て、取締役会については13回出席
し、税理士として培われた見識から適宜発言いただき、坂本　誠氏は、監査役会の
全て、取締役会については13回出席し、事業法人で培われた知識・経験を活かし適
宜発言いただき、監査機能を十分に発揮いたしました。

－ 12 －

会社役員に関する状況
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５．会計監査人に関する事項
（１）会計監査人の名称

監査法人アヴァンティア

（２）会計監査人の報酬等の額
区　分 報酬等の額（百万円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18
（注）1.当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

監査の監査報酬の区分をしておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算
出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬
等の額について同意の判断をいたしました。

（３）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し

た場合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決
定に基づき当該議案を株主総会の会議の目的とすることといたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。こ
の場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、
会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

（注）本事業報告中の記載数字は下記のとおり表示しております。
１.金額については、表示単位未満を切り捨てております。
２.株式数については、百株未満を切り捨てております。
３.比率については、小数第二位を切り捨てております。

－ 13 －

会計監査人に関する事項、注記
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貸　借　対　照　表
（平成30年９月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
前 渡 金
前 払 費 用
未 収 入 金
デ リ バ テ ィ ブ 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
器 具 及 び 備 品
土 地
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
そ の 他

11,079,852
3,183,573

53,173
3,984,150
3,708,295

18,411
16,237
87,563
17,086
14,205

△2,843
662,166
284,525
109,295

212
2,511
7,383

165,123
23,361
20,502
2,859

354,278
5,128

160
135,592
213,398

流 動 負 債 11,248,145
支 払 手 形 861,395
買 掛 金 1,595,800
短 期 借 入 金 8,241,542
１ 年 以 内 長 期 借 入 金 83,868
未 払 金 383
未 払 費 用 432,116
未 払 法 人 税 等 14,473
前 受 金 5,019
預 り 金 8,314
繰 延 税 金 負 債 5,231

固 定 負 債 204,876
退 職 給 付 引 当 金 154,642
繰 延 税 金 負 債 39,766
そ の 他 10,467
負 債 合 計 11,453,022

純 資 産 の 部
株 主 資 本 277,142
資 本 金 1,344,975
資 本 剰 余 金 1,306,916

資 本 準 備 金 1,306,916
利 益 剰 余 金 △2,373,780

利 益 準 備 金 123,200
そ の 他 利 益 剰 余 金 △2,496,980

固定資産圧縮積立金 17,356
別 途 積 立 金 3,050,000
繰 越 利 益 剰 余 金 △5,564,337

自 己 株 式 △969
評 価 ・ 換 算 差 額 等 11,854

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 11,854
純 資 産 合 計 288,996

資 産 合 計 11,742,019 負 債 及 び 純 資 産 合 計 11,742,019

－ 14 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書
(平成29年10月 1 日から
平成30年 9 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 20,055,757
売 上 原 価 19,356,267
売 上 総 利 益 699,489

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 604,026
営 業 利 益 95,463

営 業 外 収 益 15,767
受 取 利 息 及 び 配 当 金 365
受 取 賃 貸 料 11,956
為 替 差 益 443
投 資 事 業 組 合 運 用 益 872
そ の 他 2,129

営 業 外 費 用 94,845
支 払 利 息 81,734
そ の 他 13,110

経 常 利 益 16,386
税 引 前 当 期 純 利 益 16,386
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,524
過 年 度 法 人 税 等 5,282
法 人 税 等 調 整 額 △1,297 6,509
当 期 純 利 益 9,876

－ 15 －

損益計算書
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年11月19日

太 洋 物 産 株 式 会 社
取締役会御中

監査法人アヴァンティア
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木 村 直 人 ㊞
業 務 執 行 社 員 公認会計士 入 澤 雄 太 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、太洋物産株式会社の平成29年10月1日
から平成30年９月30日までの第78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及

びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属

明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ
る監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監
査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手
続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明
細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効
性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含ま
れる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

－ 16 －

会計監査人の監査報告
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監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　　上

－ 17 －

会計監査人の監査報告
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

当監査役会は、平成29年10月１日から平成30年９月30日までの第78期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとお
り報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び内部監査室等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第
１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について、取締役及び内部監査室等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。以上の方法に基づき、
当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

－ 18 －

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年11月22日
太 洋 物 産 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役 福 中 昇 男 ㊞
監 査 役 西 澤 　 博 ㊞
監 査 役 坂 本 　 誠 ㊞

（注）監査役 西澤 博及び坂本 誠は社外監査役であります。
以　　上

以　上

－ 19 －

監査役会の監査報告
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株主総会会場ご案内図
東京都港区芝公園三丁目５番８号
機械振興会館　地下２階　ホール
連絡先　03（5333）8080　（総務部）

みずほ銀行

Ａ１出口
麻布郵便局

ロシア大使館
GS

出口

増上寺

芝公園

東京プリンスホテル

飯倉交差点

赤羽橋駅

桜田通り

桜
田
通
り

東京メトロ
日比谷線

愛
宕
下
通
り

日
比
谷
通
り

東京都港区立
みなと図書館

都
営
三
田
線

御成門駅

都営大江戸線 芝公園駅

機械振興
会館

首都高速

東京タワー

１番出口
神谷町駅

交通のご案内
最寄駅
東京メトロ：日比谷線　神谷町駅下車　徒歩８分

（１番出口東京タワー・
芝公園方面出口）

都営地下鉄：大江戸線　赤羽橋駅下車　徒歩10分
（赤羽橋方面出口）

都営地下鉄：三田線　　御成門駅下車　徒歩８分
（Ａ１出口芝公園３・４
丁目、増上寺、東京タワ
ー方面出口）

地図




